
主な事業とは、市が実施しようとする新規事業・投資的経費等を中心に抜粋したもので、市が行う全ての事業を掲載したものではありません。

子ども未来部 （単位：千円）

担当課 小事業 要求額 要　求　内　容 査定額 査定理由

子ども政策
課

移動遊び場事業経費 1,270
市内の公園等に移動式遊具を持ち込み、子どもが元気に遊べる環境をつく
るための経費

1,270 A

子ども政策
課

幼保施設民間移管補助
経費

10,758
市立幼保施設の民間移管について、引継ぎ及び共同保育を行うに当たり人
件費の一部を補助する経費

8,184 Ｂ

子ども政策
課

児童福祉施設整備費補
助事業

6,923 市立保育所の民間移管に係る施設整備に対して補助を行う事業 6,923 A

保育総務
課

医療的ケア児支援事業
経費※

18,511
医療的ケアが必要な子どもを受け入れるため、市立幼保施設に看護師配
置、施設整備を行う経費

17,744 B

保育総務
課

幼稚園民間移管等準備
経費

3,491 市立幼稚園を民間移管するために必要な運搬費等の準備経費 3,194 Ｂ

保育総務
課

保育園舎解体事業 102,930 移転により不要となっている園舎の解体工事 96,000 B

保育総務
課

キッズ・ゾーン整備事業 11,500 市内の通園路の交通安全を図るため、キッズ・ゾーンの整備を行う事業 10,000 Ｂ

保育総務
課

保育所整備事業 10,445 市立保育所の老朽化した施設・設備の補修 0 D

保育総務
課

認定こども園施設整備
事業

9,676 市立認定こども園の老朽化した施設・設備の補修 4,500 D

保育所・幼
稚園課

窓口案内システム設置
経費

2,651
新型コロナウイルス感染対策として、窓口での混雑を解消するため、窓口案
内システムを導入する経費

2,600 Ｂ

保育所・幼
稚園課

認定こども園施設整備
費補助事業

184,311 待機児童解消のための定員拡大に伴う施設整備に対して補助を行う事業 184,311 A

子ども育成
課

フードバンク事業経費
（米配送）

56,187
ひとり親等の経済的に困窮する子育て世帯を支援するために、米の配送を
行う経費

56,187 Ａ

子ども育成
課

子ども医療費等助成の
現物給付拡大経費

18,874
未就学児までが対象となっている現物給付方式を、中学生までに拡大する
ための準備経費

18,400 B

子ども育成
課

児童福祉施設整備事業 46,259 児童館の老朽化した施設・設備の補修 6,000 D

子ども育成
課

貸付金システム経費（母
子父子寡婦福祉資金貸付
金特別会計）

17,600 既存の貸付システムを更新し、事務を効率化するための経費 4,400 Ｃ

児童相談
所設置推
進課

子どもセンター関連事
業経費※

37,603
奈良市子どもセンターにおいて新たに実施する社会的養護自立支援事業や
養子縁組支援事業などに要する経費

37,203 B

児童相談
所設置推
進課

児童養護施設等措置・
給付経費

564,264
児童養護施設や障害児入所施設に入所している本市の児童にかかる費用
を支弁する経費

564,264 Ａ

児童相談
所設置推
進課

児童自立支援施設運営
委託経費

55,249
奈良県の児童自立支援施設に入所している本市の児童にかかる費用を負
担する経費

55,249 Ａ

児童相談
所設置推
進課

子どもセンター開設に
伴う近隣地域整備

11,788
近隣地域の道路の整備に要する経費
（子どもセンター開設に伴う地域活性化対策事業）

11,700 B

小事業欄に「※」が記載されている事業の経費のうち、会計年度任用職員に係る経費は人事課に予算措置されています。

令和４年度　主な事業の要求・査定状況



査定理由 Ａ：要求どおり全額を認めているもの

Ｂ：単価・数量・金額を精査し、所要額を予算措置したもの

Ｃ：実施方法の変更や内容の見直しを行い、所要額を予算措置したもの

Ｄ：優先順位をつけ、一部もしくは全部を次年度以降に先送りしたもの

Ｅ：実施時期・事業効果の検討等、内容調整が必要と判断したもの

Ｆ：国の補正予算を活用して、一部もしくは全部を令和３年度に前倒ししたもの


